
資料５－５

境港外港地区防波堤整備事業



港湾事業の再評価項目調書

事業名（箇所名） 防波堤整備事業（境港 外港地区）

実 施 箇 所 鳥取県境港市

該 当 基 準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主 な 事 業 の 諸 元 防波堤(2)、防波堤(2)-1、防波堤(1)、岸壁(水深13m)、岸壁(水深10m)、岸
壁(水深7.5m)、石油ドルフィン(水深7.5m)

事 業 期 間 事業採択 昭和43年度 完了 令和4年度

総 事 業 費 ( 億 円 ) 459 残 事 業 費 ( 億 円 ) 8

目 的 ・ 必 要 性 年間を通じた荷役作業の効率化・安全性の向上のため防波堤を整備することに
より、港内静穏度を確保することで輸送効率化を図る。

便 益 の 主 な 根 拠 輸送コスト削減（令和5年予測取扱貨物量：223万ﾄﾝ/年）

事 業 全 体 の 基準年度 令和元年度

投 資 効 率 性 B：総便益 3,938 Ｃ：総費用 2,665 全体Ｂ／Ｃ 1.5
(億円) (億円)

B－Ｃ 1,273 EIRR(%) 7.7

残事業の投資効率性 B：総便益 13 Ｃ：総費用 10 継続Ｂ／Ｃ 1.3
(億円) (億円)

感 度 分 析 事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ
需 要（-10％～+10％） （1.5～1.5） （1.2～1.4）
建 設 費（+10％～-10％） （1.5～1.5） （1.1～1.4）
建設期間（-10％～+10％） （1.5～1.5） （1.3～1.3）

事 業 の 効 果 等 当該事業を実施することにより、物流コストが削減されることで利用企業の競争
力が向上し地域経済に貢献する。

社会情勢等の変化 大きな変化は無い。

主な事業の進捗状況 総事業費459億円、既投資額451億円。令和元年度末現在 事業進捗率98％

事業の進捗の見込み 令和4年度完了予定

コスト縮減や代替案 ケーソンの中詰材料に高比重のスラグ材を活用するとともに安定上有効な上部斜
立 案 等 の 可 能 性 面堤を採用することにより堤体幅が縮小され、コスト縮減が図られる。

対応方針（原案） 継続

対 応 方 針 理 由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため。

そ の 他 （その他の指標による評価）
・他地域での震災時における代替機能の確保
・環境への負荷軽減
・荷役作業の安全性の向上
・港内施設等の防護
・航路航行の安全性の向上
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令和元年10月
国土交通省 中国地方整備局

「事業再評価」
境港外港地区防波堤整備事業

-2-



１.今後の対応方針（案） 境港外港地区
防波堤整備事業

２）事業の投資効果

３）事業の進捗状況

②事業の進捗の見込み

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

【今後の対応方針（原案）】

◇大きな変化なし。

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ １．5（事業全体） １．３（残事業）

◇総 事 業 費 ：４５９億円 （既投資額：４５１億円）
◇残 事 業 費 ： ８億円
◇事業進捗率 ： ９８％ （令和元年度末）

◇２０２２年度<令和４年度>完了予定。

ケーソンの中詰材料に高比重のスラグ材を活用するとともに安定上有効な上部斜面堤を採用することにより堤体幅が縮小され、コスト縮減が図られる。

上記１、２の各視点により、事業の投資効果が見込まれると判断できることから、継続が妥当

①事業の必要性等の視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

１．再評価の視点

２．港湾管理者への意見照会結果
◇異存ありません。
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2.再評価の重点化・効率化判定表

判定根拠

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない 大きな変化なし
変化あり

□

増加

なし

10％

以内増加
10％超え

事業費の増加
全体事業費：458憶円（2016〈H28〉評価時）
　　　　　　→459億円（今回評価時）0.2％増加

□ ■ □

事業期間の増加
1968〈昭和43年〉～2019〈平成31年〉（52年：2016〈H28〉評価時）
→1968〈昭和43年〉～2022〈令和4年〉（55年：今回評価時）6％増加

□ ■ □

増加
なし

10％
以内増加

10％超え

費用便益マニュアルに変更がある なし
変更あり

□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内）
【取扱貨物量】
　241万ﾄﾝ/年（H28評価時）→223万ﾄﾝ/年（今回評価時）7％減少

10％超え
□

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている

・事業費に対して費用対効果分析に要する費用が大きい

・前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を

上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 111％＞基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 1.4 ≧ 基準値（1.0）

満足していない
□

省略している
■

特になしその他事由（重点的な評価が必要な特別な事由） ―

判定：事業進捗等に大きな変更がない事業

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

変更なし
■

10％以下
■

満足している
■

省略していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない

変化なし
■

前回評価からの事業費・事業期間の増加

チェック欄

判定

事業を巡る社会経済情勢等の変化

項目

境港外港地区
防波堤整備事業
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重要港湾

境港島根県
（松江市）

鳥取県
（境港市）

3.事業位置図 境港外港地区
防波堤整備事業
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境港市

米子市
安来市

15km

：海運・物流会社
：製造業（林産品）
：製造業（金属機械工業品）
：製造業（化学工業品）
：製造業（軽工業品）
：卸売業,小売業（エネルギー、セメント）
：リサイクル関連企業

境港

松江市

松江市

西伯郡

重要港湾
隠岐航路フェリーターミナル
内港・外江地区

原木取扱状況
江島地区

セメント取扱状況
外港昭和北地区

国際定期貨客船ターミナル

境港周辺に立地する主な企業

4.境港の概要 境港外港地区
防波堤整備事業

外港昭和南地区

コンテナ取扱状況

木材チップ取扱状況
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◆境港取扱貨物量の推移

◆取扱貨物の内訳
(2018年)

◆便益対象貨物量の推移

93 211 211 220 272 211 226 185 204 205

1,244
1,691 1,939 1,702 1,665 1,703 1,783 1,890 1,847 1,944

331

313
297

260 253 266 283 230 246 269
1,642

1,577
1,570

1,561 1,577 1,555 1,578 1,562 1,511
1,426

3,310

3,791
4 ,018

3 ,743 3,767 3 ,735 3 ,869 3,867 3 ,808 3 ,845

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

輸出 輸入 移出 移入

資料：境港入出港台帳より作成

（千トン）

紙・パルプ
63%

木製品
15%

金属くず
7%

水産品
7%

産業機械
3%

その他
5%

2018年

輸出

204千トン

石油製品
51%

セメント
21%

原木
9%

重油
9%

フェリー
8%

その他
2%

2018年

移入

1,426千トン

水
33%

重油
28%

フェリー
20%

石材
9%

紙・パルプ
3%

木材チップ
2%

取合せ品
2%

その他
3%

2018年

移出

269千トン

○ 境港の主な取扱貨物は、木材チップや原木の輸入、石油製品の移入であり、輸出では、紙・パルプ、木製品が多い。
○ また、周辺地域には大手製紙工場や電子部品メーカーなどの製造業が多数立地するとともに、リサイクル等の新たな
企業進出や背後企業の設備投資などにより、今後も安定した取扱貨物量が見込まれる。

木材チップ
65%

原木
14%

化学薬品
12%

鉄鋼
2%

木製品
2%

非金属鉱物
1%

その他
4%

2018年

輸入

1,944千トン

資料：境港入出港台帳より作成

（速報値）

5.境港の利用状況 境港外港地区
防波堤整備事業

282 412 320 350 321 302 266 223 106 195

923
926 902 893 890 857 852 808 820 725

829
1,142 1,346 1,168 1,180 1,171 1,374 1,407 1,469 1,260

2 ,033

2 ,480 2,568 2,411 2,390 2,330
2,492 2,438 2 ,395

2 ,181

0

1,000

2,000

3,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

その他 石油製品 木材チップ

資料：境港入出港台帳より作成

（千トン）

注：その他・・・重油・原木・PKS
（速報値）
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○境港は境水道沿いの内港地区を中心に発展してきたが、港湾貨物量の増加に伴い大水深岸壁の整備が必要となり、昭和
40年代に外港地区の整備に着手。

○外港昭和南地区は日本海に面し波浪の影響を受けるため、防波堤がなければ年間を通じて安定的に荷役作業を行うことが
できない。

6.境港の課題 境港外港地区
防波堤整備事業

防波堤(２)

整備中

港内を守る防波堤

港内を守る防波堤石油ドルフィン
(水深7.5m)

外港竹内南地区
ふ頭再編改良事業

港内侵入波による擾乱

岸壁(水深13m)

岸壁(水深10m)

岸壁(水深7.5m)
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7.事業の概要 境港外港地区
防波堤整備事業

泊地
(水深13m)

防波堤(1)

防波堤(2) L=3,850m

防波堤(2)
残延長 L=30m

石油ドルフィン
(水深7.5m)

岸壁(水深13m)

岸壁(水深10m)

岸壁(水深7.5m)

泊地
(水深7.5m) 泊地

(水深10m)

岸壁（水深7.5m・10m・13m）利用状況

石油ドルフィン利用状況

便益対象施設

○ 本事業は、境港外港地区の港内を静穏に保ち、荷役の円滑化、船舶の航行・停泊の安全を確保するための防波堤と、大
型船対応の岸壁を一体的に整備するものである。
○ 本事業の構成施設は、防波堤や既に整備済みの岸壁の他、泊地、航路、ふ頭用地等も評価関連施設として考慮している。

事業の経緯
昭和43年 防波堤(2)の整備に着手
昭和49年 防波堤(1)完成
昭和50年 岸壁(-10m)の整備に着手
昭和57年 石油ドルフィン完成
昭和59年 岸壁(-13m)・(-10m)完成

防波堤(2) L=2,700m概成
平成8年 岸壁(-7.5m)完成
平成23年 防波堤(2)-1完成

（現時点で、防波堤(2)はL=3,820m整備済、
残事業延長30m）

外港昭和南地区
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5
竹内南地区岸壁改良整備（海上工事）
外港地区防波堤整備事業

現在、竹内南地区で整備中の岸壁（水深10m）は、平成29年度に設計を終え海上工事に着手。海上施工にあたっては、
岸壁工事と防波堤工事の作業エリアが近接しており、一般航行船舶の安全を確保するため、岸壁工事中は防波堤工事を休止
し、岸壁完成後の令和２年度に防波堤工事を再開することした。このため、防波堤整備の事業期間を３年延伸する。

◆作業船輻輳による整備工程の見直し・・・3年の事業期間延伸

◆事業期間の見直し

（前回評価時）
（今回評価）

事業期間延伸

境港外港地区
防波堤整備事業

残事業箇所

作業エリア

境港竹内南地区
ふ頭再編改良事業

8.事業内容の見直し 境港外港地区
防波堤整備事業

【前回評価時】 【今回評価】

境港外港地区
防波堤整備事業

残事業箇所

作業エリア
境港竹内南地区
ふ頭再編改良事業

作業エリア
【桟橋構造】 【デタッチドケーソン構造】

作業エリア

漁船や作業船の
輻輳による安全
性の確保が困難
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◆ケーソン製作方式の変更による事業費増加・・・１億円の増加

【前回評価時】
・ケーソンの陸上製作

【今回評価】
・ケーソンの海上製作（フローティングドック）

防波堤のケーソン製作場所は、これまで竹内南地区のヤードを使用してきたが新ターミナル整備に伴い使用できなくなった。代替
ヤードとして外港昭和北地区の土地使用について所有者と調整してきたが、使用できないことが判明。このため、ケーソン製作を
陸上製作から海上製作（フローティングドック使用）に変更し、事業費が約1億円増加。

写真：他港事例写真：境港事例

8.事業内容の見直し 境港外港地区
防波堤整備事業

ケーソン製作予定箇所
使用不可

ケーソン製作予定箇所×
防波堤断面イメージ図
港内側 港外側
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総便益（B) 3,938 億円 12.7 億円

輸送コスト削減便益 3,931 億円 12.3 億円

残存価値 6 億円 0.4 億円

総費用（C) 2,665 億円 10.1 億円

事業費 2,643 億円 10.1 億円

管理運営費 22 億円 0.0 億円

※端数調整のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない
※本表中の額は令和元年度を基準年として現在価値化した後のものである

費用便益比（B/C) 1.5 1.3

項目 全体事業 残事業

◆費用対効果分析結果

◆感度分析結果（Ｂ/Ｃによる分析）

10.投資効果 境港外港地区
防波堤整備事業

-10% +10% -10% +10%

建設期間 1.5 1.5 1.3

1.4 1.1

1.3

残事業

需要 1.5 1.5 1.2 1.4

事業費 1.5

要因
全体事業

1.5
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事項 前回評価
（2016〈H28〉再評価）（要点審議）

今回評価
（2019〈R1〉再評価）

備考
(前回評価時からの主な変更点)

事業諸元

防波堤（２）、（２）－１、（１）
岸壁(水深13m)、(水深10m)、(水深7.5m)
石油ドルフィン(水深7.5m)
泊地(水深13m)、(水深10m)、(水深7.5m)
航路(水深13m)
上屋、荷役機械、ふ頭用地

防波堤（２）、（２）－１、（１）
岸壁(水深13m)、(水深10m)、(水深7.5m)
石油ドルフィン(水深7.5m)
泊地(水深13m)、(水深10m)、(水深7.5m)
航路(水深13m)
上屋、荷役機械、ふ頭用地

事業期間 1968年度〈昭和43年度〉～
2019年度〈平成31年度〉

1968年度〈昭和43年度〉～
2022年度〈令和4年度〉 ・整備工程の見直しによるもの

総事業費 458億円 459億円 ・整備方針の見直しによるもの

総費用（C） 1,926億円※ 2,665億円 ・現在価値化の基準年変更によるもの

総便益（Ｂ） 2,734億円※ 3,938億円 ・現在価値化の基準年変更によるもの
・輸送費用原単位の見直しによるもの

費用便益比
（Ｂ／Ｃ） 1.4※ 1.5

※前回評価（H28）は、事業進捗等に大きな変更がなく、総費用、総便益、費用便益比を算出していないため、H25評価時の値を記載。

11.前回評価時との比較 境港外港地区
防波堤整備事業
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境港外港地区防波堤整備事業

〔境港管理組合への意見照会と回答〕
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